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相続登記義務化が施行され２年が経過し、同制度は国民に広く浸透しつつあり、この義務

化により相続登記が未了のまま放置されるケースは減少傾向にあると感じられる。さらに

本年４月から住所変更登記等も義務化となることで、我々土地家屋調査士が隣接する所有

者不明土地の調査に苦慮する事態が軽減することが期待される。 

 相続土地国庫帰属制度については、すでに 2432件が国庫に帰属し、帰属した土地の売却

もすすんできていることから、今後は財務省からの土地筆界確定の業務が増加することが

見込まれる。日本土地家屋調査士会連合会においては、本制度の申請に際して提出する図面

の作成が、土地家屋調査士の業務となるよう、本年度も土地家屋調査士議員連盟等を通して

法改正を要望していく方針を示している。 

当会においては第一期の年次研修（義務研修）が終了し、本年は第二期目へと移行する。

引き続き義務研修の運営を行い、さらに国民からの信頼に充分こたえることのできる土地

家屋調査士をめざしていくために、会員の業務能力向上、倫理観の醸成をめざしたい。 

さらに事務所運営の充実を図り、土地家屋調査士制度の発展をめざし下記のことを重点

に会務を運営したいと考える。 

 

１．研修体制の充実 

第二期目となる義務研修である年次研修の適切な運営を行う。 

    国民の信頼にこたえるため、業務資質の向上と倫理観の醸成を図るために必要な 

研修を行う。      

２．会運営の基盤・事務効率化 

  持続可能な会務運営を行うとともに、事務の効率化を行い適切な情報伝達を行う。 

３．土地家屋調査士制度に関連する諸機関との協議を図る 

     土地家屋調査士制度の維持発展のため、法務局や関係官庁との協議を図る。 

４．関係団体との連携 

他の士業団体、政治連盟、公嘱協会等との連携を図り、土地家屋調査士制度の維持

発展を推進する。 

５．制度広報の推進 

土地家屋調査士制度の社会的認知度を高めるため、対外的な広報、啓蒙活動を行う。 


